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■要約
本研究は，近年大幅に増加している中小企業の東南アジア進出が成功するカギを
人的資源管理（HRM）の視点から明らかにすることを目的としている。特に，現地
文化に適応したHRMを実施することが重要であると指摘し，その内容を探索しよう
とするものである。
グローバル展開を意図した大企業の人材マネジメントとは異なり，局所的に展開
する中小企業の場合，現地文化との親和性が課題となる。それが，多くの中小企業
が抱えている，現地労働力の確保やその能力・資質などの問題を克服するカギでは
ないだろうか。そこで現地に根付いた人材活用の重要性を指摘する。
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■Abstract
The purpose of this study is to clarify the keys that the South East Asian ad-
vance of the medium and small-sized business can succeeds from HRM. In this
study, it is important that they can have HRM programs which understand local
cultures .The characteristics of this study are to pay attention to local people and
their customs.
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１ はじめに
日本は，２０１１年から本格的な人口減少社会に
入り，生産年齢の全人口に対する比率も漸減傾向
である。その結果，日本国内の需要は大幅に縮小
していくことが予想される。大企業のみならず，
中小企業もこのような厳しい国内の経営環境を前
提とした上で，今後の中長期的な経営戦略を考え
ていくことが求められるであろう。一方，南西ア
ジア，ASEAN，中国等アジアでは，中間層・富
裕層人口の増加が見込まれている１）。中小企業が
発展を続けるためには，これらの需要を取り込ん
でいくことが極めて重要だと考えられる。
中小企業庁（２０１４）によると，２００３年度をピー
クに中国へ直接投資する企業の割合は低下してお
り，ASEANを中心に中国以外の国・地域に重心
が移っている。その背景として，これまでは安価
な人件費等を見込んで中国に進出する企業が多
かったものの，近年では人件費の高騰や法制度・
商習慣の不透明性等を理由に，直接投資先として
の魅力が薄れてきていることが考えられるとして
いる２）。アジアの中でも東南アジア地域は，日本
からの地理的優位性，GDP成長率の高さ，日本
への国民感情の面においても有望な市場であろう。
また，日本政策金融公庫（２０１２）３）によると，
海外直接投資実施から５年後に国内拠点の売上が
「増加した」と回答した企業の割合は３９．９％とな
り，「減少した」（１１．７％）を上回っている。同じ
く国内拠点の従業員数が「増加した」企業は
２９．４％，「変わらない」企業は５４．９％と，合わせ
て８４．３％の企業が国内の雇用を減らしてはいな
い。中小企業の海外進出は，日本国内の本社にも
良い影響を及ぼすのである。
しかしながら，現地での経営が順調に行われる
わけではなく，撤退や縮小など道半ばで挫折する
企業もある４）。そのような事態は，財務基盤が脆
弱な多くの中小企業にとって，相当な経営上のダ
メージであろう。そこで，本研究は「どうすれば
多くの中小企業は，有望市場である東南アジアに
おいて，現地での経営を発展させられるのか」を
明らかにし，その施策を提言することで東南アジ
ア進出の成功確率を向上させることを目的とする。
その一部として，本稿では各国文化の違いを意識
した HRMが有効ではないかということを述べる
こととする。
まずは，実態調査から中小企業の海外進出の現
状と課題を明らかにする。次に，それらの課題に
対応するための方向性として，異文化を意識した
HRMについて先行研究から示唆を得たい。さら
に，本稿の対象である東南アジア各国の HRMに
影響を与える文化とはどのようなものなのかを検
討することとする。
２ 中小企業の海外進出の実態
本章では，中小企業に焦点をあてて，海外進出
した企業がどのような問題に直面しているのかと
いう実態を明らかにし，本研究の意義を確認した
い。海外進出した企業の実態を明らかにした最近
の大規模な調査として，JETROの「在アジア・
オセアニア日系企業実態調査（２０１３年度調査）」
と日本政策金融公庫の「中小企業の海外進出に関
する調査結果（２０１２年５月）」がある。
２．１ JETRO調査から
JETROから発表された「在アジア・オセアニ
ア日系企業実態調査（２０１３年度調査）」５）から大企
業と比較した中小企業の海外進出の実態をみてい
きたい。この調査はアジア・オセアニアにおける
日系企業の実態を把握し，その結果を広く提供す
ることを目的としている。大企業と比較して経営
資源に乏しい中小企業が，どのような海外進出に
おける問題点・課題を抱えているのかを明らかに
する上で，参考になる点が多い。
海外進出先２０ヵ国に対する企業の進出総数は，
大企業２，９２５社，中小企業１，６３６社である。大企
業，中小企業合わせた合計４，５６１社のうち中小企
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業数の割合は，３５．９％を占める。ASEANだけを
見ると企業の進出総数は，大企業１，３１９社，中小
企業１，００１社で，中小企業数の比率は４３．１％と，
他の地域よりも中小企業の海外展開が進んでいる。
特に中小企業の進出数がタイ４１８社，ベトナム
２１１社と両国では，ASEANの中でも日本の中小
企業の進出先として注目されている様子がわかる。
進出が進む一方，今後１～２年の事業展開の方
向性として事業縮小や移転・撤退を考えている企
業は，海外進出先２０ヵ国総数４，５６１社に対し
て４．９％ある。その理由は，「売り上げの減少
（６１．８％）」「コストの増加（５１．４％）」「成長性・
潜在力の低さ（３１．８％）」「労働力確保の難しさ
（２０．８％）」が主なものである（複数回答）。注目
したいのは，大企業と中小企業で傾向に大きく差
がみられた項目が「労働力確保の難しさ」だとい
う点である。大企業では，１５．５％に対して，中
小企業では，２７．６％が事業縮小や移転・撤退の
理由としてこの項目をあげている。
日本だけでなく先進国の多くが，人口が増大す
るとともに経済力が向上している東南アジアを有
望市場と捉えれば，今後さらに人材獲得競争が激
しくなり，それに伴い人件費の高騰が予測され，
現地人材の確保が難しくなるであろう。日系中小
企業にとっては，現地人材に受け入れられる
HRM施策を行うことが重要な課題であると考え
られる。
経営の現地化を進めるためにどのような取り組
みをしているか（複数回答）という点では，大企
業に比べて中小企業の取り組みが遅れているのは，
主に以下の２点である。１点目は「部長・課長級
店長への現地人材の登用」で，大企業が５７．６％
に対して，中小企業は３９．９％である。２点目は
「現地化を意識した能力主義など人事制度改正」
で，大企業３７．３％に対して，中小企業は２５．３％
である。大企業に比べ，現地人材の登用や人事制
度の改正といった制度の整備が中小企業では遅れ
ていることがうかがえる。
経営上の問題点（複数回答）として，「現地人
材の能力・意識」は，大企業５１．２％に対して中
小企業５５．３％が取り上げている。同様に「従業
員の質」は，大企業４５．５％に対して，中小企業
４８．６％が問題点として取り上げている。
JETOROの調査から，多くの中小企業が海外
進出を果たしており，特に東南アジアが注目され
ていることがうかがえる。一方で，事業の縮小や
撤退を余儀なくされている企業もあり，労働力の
確保やその能力・資質など HRMがその要因の多
くを占めていることが明らかになった。
２．２ 日本政策金融公庫の調査から
次に，アジア地区に限定されたものではないが，
日本政策金融公庫から発表された「中小企業の海
外進出に関する調査結果（２０１２年５月）」６）を見る
こととする。前節２．１において，大企業と比較し
た中小企業の海外進出における問題点・課題を明
らかにしたが，さらに中小企業に焦点をあてた海
外進出の実態をみていきたい。
調査直近２０１１年に調査対象企業が海外投資を
行った理由は，「進出先の需要が旺盛，あるいは
今後の需要拡大が見込めるから」が３０社で，総
数６１社にして４９．２％を占める。販売拠点への期
待が高いということは，現地のことを熟知した人
材を活用し，マーケティング機能を強化しなけれ
ば，その成功は成し得ないであろう。
調査対象企業が海外進出に伴って，国内拠点で
実施した経営改革を見ると，人的資源に関する改
革は他のものに比べて進んでいない。例えば「商
品，原材料・部品などの調達体制の見直し」は製
造業で３９．７％，非製造業でも２２．０％の企業が
行っている。それに対して，「教育・研修制度の
見直し」は製造業で１５．４％，非製造業で１１．０％，
「人事制度の見直し」は各々１２．６％と１３．４％の
企業しか実施できていない。国内人員向けの
HRMでも十分な施策が打たれているとは言い難
い中小企業にとっては，海外進出をしたからと
いって，それに対応するような状況では無いので
あろう。
海外直接投資先での問題点を見ると，「外国人
の労務管理や教育の難しさ」を取り上げる企業数
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は製造業で３７．６％と他の項目と比べ最も多く，
非製造業では２８．２％と２番目に多くなっている。
経営上の問題点として，「現地の規制や会計制度
への対応が難しい」と変わらないかそれ以上の企
業が HRM上の問題点で悩んでいるのである。
２．３ 小括
本章で見てきたように，中小企業の東南アジア
進出は相当数であり，企業数だけでいえば大企業
と変わらないほど進んでいる。この傾向は他地域
ではみられないものである。恐らく地理的な優位
性や，今後のマーケット拡大を期待してのことと
考えられる。しかしながら，海外進出した企業は，
現地人材の HRMに関しては，「労働力の確保か
らその教育や経営層への登用」にいたるまで，多
くの問題を抱えている。
３ 日系企業の東南アジアにおける対応
日系企業が海外進出する際，とりわけ中小企業
では人的資源関連の課題が多数あることが分かっ
た。それでは，これまでこのような課題に対して，
東南アジアではどのような実証研究が行われてき
たか，検討していくこととする。ただし，問題を
広く検討するため，必ずしも中小に限った研究の
みを扱わず，研究成果の中から本稿に示唆を与え
るものを取り上げていきたい。
３．１ 日系企業のコア人材への取り組み
鈴木・谷内（２０１０）は，インドネシアとベトナ
ムに進出している日系企業，台湾系企業，韓国系
企業における人材育成の現状を比較し，両国にお
ける人材育成の望ましい在り方や方法を模索して
いる。その中で，在インドネシア日系企業５社に
おける調査結果から以下に２点取り上げる。第１
に，コア人材の定着策として最も有効な施策は，
給与・賞与の反映幅の拡大，次いで昇進・昇格の
スピード，裁量権の拡大である。第２に，コア人
材を早期に選抜・登用する制度はあまり受け入れ
られず，その要因は，コア人材の要件を満たす人
材が育っていないことと，インドネシア人の間で
競争する風土があまりないことである。
同様に，在ベトナム日系企業５社の調査から以
下に４点取り上げる。第１に，ベトナム人は手先
が器用で優秀と感じるが，仕事を抱え込み部下に
仕事を任せられない。第２に，ベトナム人はキャ
リアを重視し，違うセクションに行かせると辞め
てしまうこともある。第３に，ベトナムでは年金
に関係するため，給与・賞与の反映幅の拡大はコ
ア人材の定着策として特に有効である。第４に，
ベトナム人はリーダーシップに乏しく目立つ行動
をしたがらない，早く昇進すると妬まれたり，若
いのに生意気だと思われ軋轢が生じる。鈴木・谷
内（２０１０）の調査は，対象企業数も少なく業種・
規模にも偏りがあるが，文化的な側面による人材
育成の課題を明らかにしている点では示唆に富む
ものである。
林（２０１４）は，中小企業のアジア子会社におけ
る現地人材登用の課題を考察している。対象は，
自動車および OA機器向けの部品を製造販売する
企業（本社日本）の香港現地法人である。２００２
年の自動車部品の生産開始を機に，日本人経営陣
は生え抜きの技術者たちに OA機器用から自動車
用への異動を求めたが，このうち何人かは異動を
嫌って転職した。異動を受け入れてくれた生え抜
きを部門長クラスへ登用したところ，以下４点の
問題が現れたとしている。
第１に，彼らが「日本人に相談し，最新ノウハ
ウを学ぶのは自分の役割」という姿勢を見せる一
方で，自ら学んだ知識や経験をチーム全体で共有
しようとはしない。第２に，難易度の高い一部工
程については，自らの優位性を考慮し，マニュア
ルの作成に反対する。第３に，彼らの明確責任分
担意識が強い中，チームの部門間連携能力が育ち
にくい。第４に，部門間連携を自主的に試みた有
望な若手人材を肯定的に評価せず，彼ら若手人材
の成長を促そうとしない等，種々の悪影響が見ら
れるようになった。これらの背景には，特定の現
地人材の個人的技量への依存度が高まっていたと
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いう点と十分な時間を使ってグレーゾーン対応意
識・能力や知識共有意識・能力などを育成するこ
とが出来なかった点があるとしている。
３．２ 日系企業の人材定着への取り組み
コア人材を育成するためには，人材の定着が欠
かせない。中小企業基盤整備機構では，東南アジ
ア各国の人材定着へのヒントとなるものを取り上
げている。インドネシアでは，従業員の転職志向
が比較的強い国だとの調査結果も出ており，従業
員の定着維持のために十分な注意を払う必要があ
るとしている。会社に対して，給与などの待遇面
の改善のみならず，自分のキャリア向上に役立つ
ような職務経験や訓練機会を与えてくれることも
期待しており，採用後は各人のキャリア形成を常
に意識した人事施策が望ましいとしている７）。
ベトナムの労働事情と人材確保では，パー
ティーやピクニックなどの社内行事を最低でも年
に１回は催し，その際には従業員の家族も招待す
るのが有効だとしている。ベトナムでは家族を非
常に大切にし，長幼の序を重んじるため，社内行
事に招かれた従業員の両親や祖父母が「お前はい
い会社に勤めている，会社を大切にしなさい」な
どと話してくれれば，効果があるとしている。一
方，日本人は「あなたを信頼している」と伝えた
いがために，「あなたは次の幹部候補だ」という
ようなことを安易に口にしてしまう傾向があると
している。すると，言われた側の従業員は言葉通
りに意を解し，「幹部になれると言っていたのに，
まだ自分を引き立ててくれない」などと不満をつ
のらせることがあると指摘している８）。
３．３ 東南アジアのHRMにおける文化の重要性
鈴木・谷内（２０１０）の研究からも，日系企業が
東南アジア進出に際して，HRMで試行錯誤を繰
り広げていることが伺える。これまでも日本同様
に東南アジアにおける集団主義は指摘されていた
が，この調査からは特に昇進・昇格において，そ
の文化的特性に留意しなければならないことが推
察できる。報酬とは違い，昇進・昇格は周囲から
も違った存在として明らかになるということであ
ろう。東南アジアに共通する個人より集団を重ん
じるという思考が「早期選抜・登用」に対するネ
ガティブな態度に表れているのかもしれない。ま
た，同じ東南アジアでも，インドネシアとベトナ
ムでは，年金等の法律や，周囲とのバランスを重
んじる傾向などにより，HRM各施策への感応度
が異なる点も興味深い。
林（２０１４）の研究は，本稿の研究対象である東
南アジアではなく，香港のものである。しかし，
従来の諸研究において指摘されてきた，「日本企
業の海外子会社における人材登用が遅すぎること
における問題点」を解消するだけでは十分ではな
いことを考えさせるものである。石田（１９８５，
２００８）が指摘した「職務観と組織編制」で，日本
は誰の職責なのかはっきりしない部分が多いとい
う点は，種々の悪影響を及ぼす可能性が高いとい
えそうである。
中小企業基盤整備機構の提言においては，ベト
ナムではパーティやピクニック，家族旅行など，
従来の日本企業が行ってきた福利厚生策が人材定
着には有効なのではないかと考えさせられる。こ
れらの問題・課題から考えると，中小企業が東南
アジアへ進出する際，東南アジア各国の文化への
対応が不可欠であると考えられる。多くの中小企
業が経営の現地化を意識した取り組みが遅れてい
ると回答していることからも，その事がいえるで
あろう。そこで，次に異文化対応について検討を
加えることとしたい。
４ 異文化経営の先行研究
HRMにおいて，各国の文化を考慮することが
極めて重要であるとするものが多数存在している。
馬越・桑名編著（２０１０）は，国際経営には文化の
及ぼす影響が極めて大きいにもかかわらず，かつ
ての国際ビジネスの分野では文化の重要性が十分
に認識されておらず，大きな失敗を犯した企業は
枚挙にいとまがないと指摘している。また，日本
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企業の異文化の活用度は変化が緩やかで，危機感
も非常に薄いというのが実感だということも併せ
て指摘している。そこで，先行研究から各国の文
化が HRMへ与える影響とはどのようなものかを
検討していくことで本研究を深めていく上での示
唆を得たい。
４．１ 各国文化の組織への影響
Hofstede（１９８４）は，文化を「１つの人間集団
のメンバーを他の集団のメンバーから区別する心
理の集合的なプログラムである」として取り扱っ
ている。そこで，多国籍企業に現れる各国の文化
を比較分析するために，国民文化について，①権
力の格差，②不確実性の回避，③個人主義化，④
男性化という４つの価値の測定次元と指標を設定
し，４０ヵ国を比較している９）。
それによると，東南アジア各国は「権力格差が
大きく不確実性の回避が中位かあるいは低い」と
いう特性がある。権力格差指標の高い国において
は，自分たちの不幸を権力者のせいに帰すること
もできるであろうとしている。また，不確実性回
避指標の低い国々においては，行動の選択肢がい
くつか存在していて，冒険を試みる自由がより広
く認められているとしている。このように，「権
力格差規範と不確実性回避の規範」が組み合わせ
ることによって，各国民文化における潜在的に理
想とされる組織のモデルが出来上がるという。
他にも４つの指標間の組み合わせから，社員の
動機づけのパターンが各国の国民文化に依存して
いることなどを示している。組織を活性化してい
く責任にあるものは，国民文化に適切に対応する
と共に，そのマイナス面も考慮したマネジメント
を行う必要があるであろう。このように Hofstede
の研究は，中小企業のものではないが，異文化経
営における各国文化の重要性を認識させる重要な
調査であるといえよう。
Adler（１９９１）は，アメリカの文化的志向と対
照的な文化的志向の違いがマネジメントへの影響
を及ぼすとしている。本稿は東南アジアを対象に
しており，アメリカと対照的な文化的志向に近い
と思われ参考になる点が多い。時間軸でいうと，
北アメリカのビジネスマンは現在と近未来に焦点
を当てており，雇用慣習も短期的であるとしてい
る。新しい仕事で初年度に好業績を達成しないマ
ネジャーは解雇されるか，仮にそのような事態に
ならないにしても，昇進はおぼつかない。対照的
に日本人は非常に長期の未来志向的な時間的視野
を持っている。日本企業は，従業員が３０～４０年
自社で働いてくれるものと期待するから教育訓練
に投資する。北アメリカの企業はそれほど投資を
しないとしている。
Trompenaars & Hampden-Turner（２００４）は，
平等主義対階層主義，人間中心対職務中心という
２軸で世界の企業文化の多様性を４分類している。
これらは，①孵化型文化，②誘導ミサイル型文化，
③エッフェル塔型文化，④家族型文化であり，日
本はじめアジア諸国は，家族型文化に位置づけら
れている。加えて，人事ポリシーは，これらに対
応したものでなければならないとしており，一例
を挙げると，家族型文化における動機づけは，深
く尊敬された人々の持つ社会的圧力によってコン
トロールされるとしている。
各国の文化は多様であり，それに応じたマネジ
メントが必要であるが，特に HRMへの影響は大
きいのではないだろうか。日本や本研究の対象で
ある東南アジアの文化は，欧米とは大きく異なっ
ており，安易に欧米型成果主義を取り入れるのは
危険ではないかということを考えさせる。
４．２ 日本型HRMにおける異文化と比較した特徴
このように企業が海外展開をしていく場合，各
国の組織に現れる代表的な文化に配慮する必要が
ある。同時にこのことは，進出元の組織の文化と
の間に軋轢が生じる可能性をも示唆している。本
稿は，日本の中小企業を対象としている。従って，
他国と比べて日本の特徴的な文化を理解しておく
必要がある。日本の経営文化研究は多岐にわたる
が，他国と比較した上で特徴を示しているものと
して石田（１９８５；２００８）があげられる。
石田（１９８５；２００８）は「異文化の鏡に映った日
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本型 HRM」として３点指摘している。１点目は，
「職務観と組織編制」で，日本は誰の職責なのか
はっきりしない部分が多い。２点目は「労働市場
の内部化と従業員の指向性」で，日本は組織内部
での昇進・昇格を目指す傾向が強い。３点目は，
「組織的・人的資源の階層間配分」で，日本は外
国と比べ，組織的・人的資源（権限や能力など）
の配分が，トップ層では少なく，ボトム層で多く
配分されている。日本の中小企業が他国へ展開す
るならば，この３点との親和性が問題となるであ
ろう。
５ HRMに影響を及ぼす東南アジア各国民の文化
これまで述べてきたように，企業が海外進出す
るにあたってはその国の文化を考慮した HRMを
行うことが成功のカギとなっている。また，本研
究の対象である中小企業においては，東南アジア
への進出が多く，その経営上の問題点や課題とし
て HRMを取り上げている。近年，日系企業が海
外進出を成功させるためには，日本型 HRM，特
に年功的処遇を改めるべきだとする論調も見られ
る。しかしながら，東南アジアにおいては，過度
に競争をあおるような HRMは，従業員間の協調
性を乱すことが想像される。
さらに，林（２０１４）のような個別事例をみると
同じ東南アジアにいても，各国の文化によって受
け入れられる HRMは一様ではなく，キャリア，
昇進，給与・賞与などへの考え方は様々である。
それでは，HRMに影響を及ぼす東南アジア各国
民の文化とはどのようなものであろうか。その有
力な調査に「躍動するアジアの価値観に関する調
査（アジア・バロメーター）」と「アジア学生調
査」がある。これらは，各国民の価値観や特徴を
調査したものであり，本稿では東南アジア各国の
HRMに影響を及ぼす文化を探索する資料として
みていきたい。
５．１ アジア・バロメーター２００４調査
アジア・バロメーター２００４１０）は，東・東南・
南・中央アジアを網羅するアジアにおける比較世
論調査である。その特徴は，普通の人々の日常生
活に焦点を当てている点にある。当該調査から，
HRMに影響を与える項目を取り出して検討を加
えていきたい。
当調査には多様な項目が設けられているものの，
その中には文化的な特徴がうかがえる項目がある。
例えば，Q７では，図表１のように「生き方や生
活環境のうち，あなたにとって重要なもの」を５
つまで答えさせる調査がなされている。表の数字
は，母数の中で，その項目を重要と答えた人数の
割合（％）である。
「高い収入を得る」という項目に関しては，日
本，ミャンマー，フィリピン以外は２０％を超え
ており，東南アジア諸国では概ね，日本より賃金
が有効な施策であることは間違いないようである。
しかしながら，「他人との競争に勝つ」に関して
は，カンボジア，ミャンマーが６％とやや高いも
のの，ほとんどの東南アジア諸国では２％以下で
あり，競争を避ける傾向にある。また，「自分の
高い収
入を得
る
他人と
の競争
に勝つ
自分の個
性や能力
を発揮す
る
人間関係
がうまく
いってい
る
日本 ６ ０ １３ ４５
ブルネイ ２５ １ ３ １８
カンボジア ４０ ６ ５ ２２
インドネシア ２４ ０ １ ３９
ラオス ３１ ０ ３ １４
マレーシア ２６ １ ３ ２４
ミャンマー １６ ６ １８ ３６
フィリピン １５ １ ４ ３１
シンガポール ２５ １ ４ ２１
タイ ３５ １ ５ ２６
ベトナム ３６ ２ ７ ３０
韓国 ２９ ５ ２２ ４２
中国 ３２ ４ １３ ３８
全体 ２６ ５ ８ ３０
出所：猪口編（２００４），Q７調査結果から筆者作成
図表１ あなたにとって重要なもの
単位：％
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個性や能力を発揮する」という項目でも，集団主
義といわれる日本の１３％を上回るのは，東南ア
ジアではミャンマーだけであり，他では７％以下
とかなり低い数値となっている。これらの結果か
ら，日本よりも「賃金改定」の仕組みは明らかに
する必要があるが，欧米流の成果を競わせるマネ
ジメントや自分だけが目立つような仕掛けは逆効
果ではないかということが推察される。
５．２ アジア学生調査
アジア学生調査１１）は，アジアの６大学の地域
によって共通する特徴と異なる特徴を弁別し，ア
ジア地域の範囲や内容を浮かび上がらせるもので
ある。当該調査から HRMに影響のあるものをい
くつか取り上げる。Q２１では，どの国の企業で
最も働きたいかを尋ねている。図表２のように各
国の学生全体では，１位自国企業，２位ヨーロッ
パ企業，３位アメリカ企業，４位日本企業で，日
本企業の人気は高くない。
しかし，東南アジア３ヵ国に限定すると，タイ
では２２．３％の学生が最も日本企業で働きたいと
望んでおり，ヨーロッパ企業とほとんど変わらず，
アメリカ企業を上回っている。また，ベトナム，
フィリピンにおいても１３％以上の学生が日本企
業を１位にあげており，ヨーロッパ企業には及ば
ないものの，アメリカ企業とほぼ変わらない。
Q２２では，求職の際，様々な要素はどの程度
重要かを尋ねている。その中から，給与レベル，
雇用の安定，昇進の機会について見ていく。給与
レベルに関しては，タイを除く各国でとても重要
と答えた学生が５０％を超えており，特にフィリ
ピンでは６７．０％が給与をとても重要視している。
雇用の安定に関しては，各国でバラツキが大きく，
フィリピンでは７９．５％の学生がとても重要視し
ているのに対して，中国では４０．８％とさほど多
くはない。フィリピン以外でもタイ，ベトナムと
いった東南アジアでは５０％を大きく超えており，
雇用の安定をとても重要視していることは明らか
であろう。昇進の機会に関しては，韓国，中国，
タイではとても重要視していると答えた学生は
５０％を下回っているが，フィリピンでは７１．３％
である。
TOTAL 自国の企業 日本企業
他の
（日本以外の）
アジア企業
アメリカ
企業
ヨーロッパ
企業
その他 分からない
TOTAL ２，４６３ １，０２６ ２５５ １１３ ４４６ ４８１ ２９ １１３
１００．０ ４１．７ １０．４ ４．６ １８．１ １９．５ １．２ ４．６
韓国 ４１０ ２３０ ７ ８ ９５ ３６ ６ ２８
１００．０ ５６．１ １．７ ２．０ ２３．２ ８．８ １．５ ６．８
中国 ４００ ２３２ ９ ５ ７７ ６４ ３ １０
１００．０ ５８．０ ２．３ １．３ １９．３ １６．０ ０．８ ２．５
ベトナム ４００ １５３ ５２ ３３ ５５ ９７ ７ ３
１００．０ ３８．３ １３．０ ８．３ １３．８ ２４．３ １．８ ０．８
タイ ４００ １０９ ８９ ３０ ７９ ９３ ― ―
１００．０ ２７．３ ２２．３ ７．５ １９．８ ２３．３ ― ―
フィリピン ４００ １５２ ５５ ２３ ５４ １１１ ４ １
１００．０ ３８．０ １３．８ ５．８ １３．５ ２７．８ １．０ ０．３
シンガポール ４５３ １５０ ４３ １４ ８６ ８０ ９ ７１
１００．０ ３３．１ ９．５ ３．１ １９．０ １７．７ ２．０ １５．７
注：上段は人数，下段はその割合
出所：早稲田大学（２００８），Q２１調査結果から筆者作成
図表２ どの国の企業で働きたいか
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●ベトナム
●タイ
●日本
インドネシア●
●ミャンマー
●韓国
●中国
●フィリピン
シンガポール●
マレーシア●
ラオス●
●カンボジア
●ブルネイ
???????????
「自分の個性や能力」を重視
26
832
52
0
0%
５．３ 小括
同じアジアにおいても，HRMへの影響という
点で類似性のある「価値観や考え方，文化」と国
によってかなり異なる面とがある。図表３は，図
表１から２項目を取り上げ，各国をプロットした
ものである。縦軸は「高い収入を得る」の平均値
２６％との差異，横軸は「自分の個性や能力を重
視」の平均値８％との差異を読み取ることが出来
る。賃金に関する関心は日本を除きどの国でも高
く，あいまいな基準は受け入れられないであろう。
自分の個性や能力を発揮するという点はあまり
重視されておらず，中国・韓国と東南アジア諸国
（ミャンマー除く）ではかなり異なっていること
がわかる。日本とミャンマーはその点では似通っ
ている。
また，東南アジア内においても日本企業への就
業願望はかなり差があり，労働力確保に向けた
HRM面での国ごとの創意工夫は欠かせないであ
ろう。年功的な賃金を改めつつ，従来の日本型経
営における集団主義や長期志向を各国の文化に合
わせて活かしていくことが求められそうである。
６ 考察
本稿では，日系中小企業の東南アジア進出が成
功するカギを HRMから明らかにするため，文化
の重要性や東南アジアにおける特性を考察してき
た。企業の海外進出においては，現地の「価値観
や考え方，文化」を考慮した経営が欠かせない。
特に現地人材をどのようにマネジメントするのか
という点において，その特性が十分に吟味されな
ければならないであろう。文化の捉え方に違いは
あるものの，東南アジアにおいては日本型 HRM
が受容されそうな文化と，それには留意しなけれ
ばならない文化があることを先行研究や種々の調
査結果から検討してきた。
そのように配慮すべき東南アジアの文化として，
ここでは３点取り上げる。１点目は，他人との競
争に打ち勝っていくという意識が少なく，従来か
ら言われていた集団を大切にしているということ
である。具体的な HRMとしては，雇用の安定，
早すぎない昇進・昇格，家族も含めた福利厚生な
どが受け入れられそうである。ただし，そのよう
な施策が人件費高騰を招き，現地経営を圧迫する
ことのないようにしなければならない。２点目は，
人間関係によってあいまいな職務をカバーし合う
ようなことは，期待できないということである。
具体的な HRMとしては，評価基準を明確にする
ということが求められるであろう。３点目は，報
酬に関する感覚の違いということである。日本で
は，是正されつつあるとはいえ，ある程度職務経
験を積んでも若いうちは働きに見合った報酬を受
け取れないという年功的な賃金カーブを受け入れ
ている面がある。しかし，東南アジアにおいては，
賃金に関する注目度が高いだけに，そのような報
酬体系では，欧米企業に人材を奪われかねない。
日本企業への就職希望がそれほど高くない理由に
は，欧米企業に比べて賃金の上昇が遅いというイ
メージが定着しているのかもしれない。
ここで，本稿のいくつかの限界を指摘しておき
図表３ 日本とアジア文化の比較
出所：猪口編（２００４），Q７調査結果から筆者作成
Senshu Management Journal Vol.５ No.１
Problem and Task of HRM Where Is South East Asian for Medium and Small-sized Businesses 33
たい。まず，中小企業の海外展開，それも東南ア
ジアを中心としてみてきたが，それでもなお，詳
細な分析ができていない。その原因として，中小
企業は大企業が取り組めない小さなビジネスをか
かえているため，実に多くの取り組みがみられる。
個々の事例にあたると，本稿の主張と異なる面も
見られる。また，東南アジアは本稿でみてきたよ
うに，実に多様な文化を抱えており，東南アジア
を一括りにして HRMを展開することは多くの軋
轢を生むこととなる。これらを詳細に検討すれば，
より的確な指摘をすることができたであろう。集
団主義，権力格差，雇用の安定志向など，日本型
HRMについて，東南アジア各国の違いを考慮し
た改善が要求されるであろう。これらの点につい
ては，今後必要に応じてより多くのデータにあた
りながら，中小企業の海外展開における HRMの
問題の実情を把握していきたい。
最後に今後の研究課題として，筆者の作業仮説
を示しておきたい。まず，東南アジアにおける
「雇用の安定を確保しつつ人件費が経営を圧迫し
ない仕組み」とその仕組みが機能するための環境
整備とはどのようなものかをモデル化する必要が
あると考えている。東南アジア人の賃金に関する
注目度の高さと，多くの日系中小企業の脆弱な財
務力とのバランスを考慮しなければならないから
である。
さらに，東南アジアにおいて日系中小企業への
就業を希望する人材特性とはどのようなものかに
ついて深堀する必要があるであろう。この点につ
いて，現段階で想定していることを筆者の日本企
業における経験から３点述べることにしたい。１
点目は，「自分はやれば出来ると考え，困難な仕
事にもチャレンジし続ける人材」は，少ないので
はないかという点である。そのような人材の多く
は，家庭環境が許せば学歴を重ねて大企業での就
業機会を得るであろうし，そうでなくても転職や
独立志向が強いであろう。２点目は，地元志向が
強いのではないかという点である。仕事そのもの
が生きがいと考えるのではなく，家族・友人との
コミュニケーションや安定した生活，趣味などを
重視する傾向があるであろう。３点目は，競争志
向が強くないのではないかという点である。欧米
型成果主義は，ある意味従業員を競争させて，勝
ち上がった者に報いるという発想であり，中小企
業でも一部の層では受け入れられるが，多数を占
める層においては感応度が高くないと思われる。
今後は，現地従業員の満足度調査やインタ
ビューを通じて，このような作業仮説を検証する
こととしたい。
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●注
１）通商白書２０１３PDF版。
２）中小企業白書２０１４PDF版。
３）「中小企業の海外進出に関する調査結果（２０１２年５
月）」。
４）JETRO「在アジア・オセアニア日系企業実態調査
（２０１３年度調査）によると,アジアオセアニア地域に進
出した企業総数４，５３６社のうち，４．９％が今後１～２
年の事業の方向性として，縮小や移転・撤退を考えて
いる。
５）調査対象は北東アジア５ヵ国・地域,ASEAN９ヵ国，
南西アジア４ヵ国，オセアニア２ヵ国の２０ヵ国・地
域に進出する日系企業である。回収状況は９，３７１社に
回答を依頼し，４，５６１社より回答を得ている（有効回
答率４８．７％）。なお，中小企業の定義は中小企業基本
法に準拠している。
６）調査対象は日本政策金融公庫の取引先（原則従業員
２０人以上）で１１，２９７社である。有効回答は４，６０７社
で回答率は４０．８％である。回答企業のうち１００人未
満の中小企業が８３．１％を占めている。
７）http://www.smrj.go.jp/keiei/kokurepo/faq/asean/in-
donesia/051881.html（２０１５年４月１１日参照）。
８）http://www.smrj.go.jp/keiei/kokurepo/closeup/
016007.html（２０１５年４月１１日参照）。
９）Hofstede（１９９１）は，５番目の次元として，長期志向
を追加している。
１０）調査代表者は猪口孝，調査対象地域は東アジア，東南
アジア１３ヵ国，調査対象は２０歳～５９歳の男女，標
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本抽出は多段層化無作為抽出法，サンプル数は各国
８００程度，調査方法は調査員による面接聴取法である。
１１）調査主体は早稲田大学，調査対象地域はアジア６ヵ国，
標本抽出は割当抽出法，サンプル数は各国４００程度，
調査方法は調査員による面接聴取法である。
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